
第１章 統計データの観察、先行研究の展望 

 

１．はじめに 

この章では、公表されている統計的事実を観察し、先行研究の展望をした上で、独自の調査に

よって確認したかったことについて記述する。 

 

２．統計的事実の確認 

まず、統計的事実の確認を行う。本書の問題関心を踏まえ、資料の範囲を日本に限定し、フロ

ーとストックの２つの視点から統計資料を観察していくことにする。以下での具体的な関心事項

は、高度外国人材は、どこから日本に入国しているのか、どれくらいの人数が日本に入国してい

るのか、どのような経路で入国してくるのか、現在日本にどれくらいの高度外国人材がいるのか、

どのような企業で雇用され、どのような仕事に就いているのか、どのような処遇で働いているの

か。さらに、どれくらいの高度外国人材が日本から離れているのか。こうした点を確認すること

にする。 

 

（１）専門的・技術的分野での就労を目的とする在留資格の新規入国者数の推移 

我が国における専門的・技術的分野での就労を目的とする在留資格の新規入国者数、すなわち、

フローの数値から見ていく。第1-1表は、過去10年間の我が国への専門的・技術的分野での就労

を目的とする在留資格の新規入国者数の推移である。専門的・技術的分野での就労を目的とする

在留資格の新規入国者数は、平成16(2004)年に 15万 8877 人で過去最高を記録したが、その後、

減少傾向で推移している。これは、「興行」の在留資格の新規入国者数の減少によるところが大き

い。新規入国者全体に占める専門的・技術的分野の在留資格による新規入国者の割合は、平成

15(2003)年に 3.4％となった後、減少傾向で推移し、平成22(2010)年に 0.7％まで低下した。し

かし、平成23(2011)年には0.9％とわずかに増加した（第1-1表参照）。 

 専門的・技術的分野での就労を目的とする在留資格の新規入国者数は、経済活動の動向と関連

があるように思われる。たとえば、「技術」の在留資格は、平成19(2007)年まで増加傾向で推移

し、１万959人に達したが、世界同時不況が発生した平成20(2008)年に 9212人に減少し、さら

に平成21(2009)年に 3363人、平成22(2010)年に 2852 人へと大きく減少している。 

こうした傾向は、「人文知識・国際業務」、「企業内転勤」、「技能」などの在留資格の新規入国

者数でも観察される。「人文知識・国際業務」の在留資格の新規入国者数は、平成17(2005)年ま

で6000人台で推移し、平成18(2006)年に 7614人、平成19(2007)年に 7426人と増加したが、平

成20(2008)年は5690人、平成21(2009)年は4167人、平成22(2010)年は4113人と減少している。 

「企業内転勤」の在留資格の新規入国者数は、平成19(2007)年まで増加傾向で推移し、平成

20(2008)年に 7303人に達したが、平成21(2009)年には5245人まで減少し、その後も5000人台

で推移している。 

 

− 4 −



第
1-
1
表

 
専
門
的
・
技
術
的
分
野
の
在
留
資
格
別
新
規
入
国
者
数
の
推
移
(単

位
：
人
) 

専
門
的
・
技
術
的
分
野
の
在
留
資
格
別
新
規
入
国
者
数
は
減
少
傾
向
で
推
移
し
て
い
る
。
 

平
成

14
 

(2
00
2)
年
 

平
成

15
 

(2
00
3)
年
 

平
成

16
 

(2
00
4)
年
 

平
成

17
 

(2
00
5)
年
 

平
成

18
 

(2
00
6)
年
 

平
成

19
 

(2
00
7)
年
 

平
成

20
 

(2
00
8)
年
 

平
成

21
 

(2
00
9)
年
 

平
成

22
 

(2
01
0)
年
 

平
成

23
 

(2
01
1)
年
 

教
授
 

1,
96
6 

2,
30
3

2,
33
9

2,
25
3

2,
38
0

2,
36
5

2,
45
6

2,
63
9

2,
63
9

2,
42
0 

芸
術
 

22
0 

19
4

19
7

24
5

22
3

23
9

22
2

22
6

25
6

22
1 

宗
教
 

94
6 

92
7

97
1

84
6

89
7

98
5

82
8

77
1

71
3

73
7 

報
道
 

35
1 

24
1

15
0

24
8

92
11
9

22
6

17
0

13
6

59
 

投
資
・
経
営
 

56
6 

59
8

67
5

60
4

77
7

91
8

91
9

85
7

89
6

83
8 

法
律
・
会
計
業
務
 

1 
4

－
2

3
8

2
4

3
4 

医
療
 

4 
－

1
2

3
6

1
6

2
7 

研
究
 

78
2 

64
7

57
7

60
7

55
5

55
9

56
3

59
2

52
8

42
3 

教
育
 

3,
33
7 

3,
27
2

3,
18
0

2,
95
4

3,
07
0

2,
95
1

2,
93
0

2,
49
9

2,
33
9

2,
54
0 

技
術
 

2,
75
9 

2,
64
3

3,
50
6

4,
71
8

7,
71
5

10
,9
59

9,
21
2

3,
36
3

2,
85
2

4,
17
8 

人
文
知
識
・
国
際
業
務
 

6,
15
1 

6,
88
6

6,
64
1

6,
36
6

7,
61
4

7,
42
6

5,
69
0

4,
16
7

4,
11
3

4,
65
8 

企
業
内
転
勤
 

2,
90
0 

3,
42
1

3,
55
0

4,
18
4

5,
56
4

7,
17
0

7,
30
7

5,
24
5

5,
82
6

5,
34
8 

興
行
 

12
3,
32
2 

13
3,
10
3

13
4,
87
9

99
,3
42

48
,2
49

38
,8
55

34
,9
94

31
,1
70

28
,6
12

26
,1
12
 

技
能
 

1,
79
2 

1,
59
2

2,
21
1

3,
05
9

4,
23
9

5,
31
5

6,
79
9

5,
38
4

3,
58
8

4,
17
8 

専
門
的
・
技
術
的
分
野
総
数
 

14
5,
09
7 

15
5,
83
1

15
8,
87
7

12
5,
43
0

81
,3
81

77
,8
75

72
,1
49

57
,0
93

52
,5
03

51
,7
23
 

外
国
人
新
規
入
国
者
 

総
数
 

4,
64
6,
24
0 

4,
63
3,
89
2

5,
50
8,
92
6

6,
12
0,
70
9

6,
73
3,
58
5

7,
72
1,
25
8

7,
71
1,
82
8

6,
11
9,
39
4

7,
91
9,
67
6

5,
44
8,
01
9 

新
規
入
国
者
全
体
に
占
め
る
専

門
的
・
技
術
的
分
野
の
比
率
 

3.
1％

 
3.
4％

2.
9％

2.
0％

1.
2％

1.
0％

0.
9％

0.
9％

0.
7％

0.
9％

 

資
料
出
所
：
法
務
省
入
国
管
理
局
『
出
入
国
管
理
』
よ
り
作
成
。

− 5 −



「技能」の在留資格の新規入国者数は、平成 20(2008)年に 6799 人に達するまで増加傾向で推

移してきたが、平成 21(2009)年には 5384 人、平成 22(2010)年には 3588 人と減少したが、平成

23（2011）年には4178人に増加している。 

第 1-1図は、平成14年から10年間の専門的・技術的分野の在留資格別新規入国者数の構成で

ある。平成14(2002)年には「興行」の在留資格の新規入国者数が85％を占めていたが、平成

18(2006)年以降、上陸審査・在留審査の厳格化により「興行」の在留資格別新規入国者数の比率

は縮小しているが、依然として５割を占めている。 

 

第1-1図 専門的・技術的分野の在留資格別新規入国者数の構成の変化 

「興行」の在留資格別新規入国者数の比率は縮小しているが、依然として５割を占める。 

 

資料出所：法務省入国管理局『出入国管理』より作成。 

 

（２）専門的・技術的分野での就労を目的とする在留資格の外国人登録者数の推移 

 次に、ストックである専門的・技術的分野での就労を目的とする在留資格の外国人登録者数を

見る。第1-2表は、過去10年間の専門的・技術的分野での就労を目的とする在留資格の外国人登

録者数の推移である。専門的・技術的分野での就労を目的とする在留資格の外国人登録者数は、

平成20(2008)年に 20万人を超え、翌平成21(2009)年に 21万 2896人を記録したが、その後、減
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少傾向で推移している。外国人登録者総数に占める専門的・技術的分野での就労を目的とする在

留資格の外国人登録者数の比率は、平成18(2006)年に 8.6％まで減少したが、その後上昇し、近

年は９％台半ばで推移している（第1-2表参照）。 

 主な在留資格の外国人登録者数の動きを見ると、「人文知識・国際業務」の在留資格の外国人登

録者総数は、平成19（2007）年に６万人を超え、平成21年(2009)年に６万9395人で過去最高に

達した。しかし、その後は減少傾向で推移している。 

「技術」の在留資格の外国人登録者数は、平成20(2008)年に５万2273人で、この期間で過去

最高になったが、その後、減少している。「企業内転勤」の在留資格の外国人登録者数も、平成

20(2008)年に１万7798人が最高となったが、その後減少している。 

「興行」の在留資格の外国人登録者数は、平成16(2004)年までは増加傾向であったが、それ以

降減少しており、平成23(2011)年には6265人と、かつての10分の１程度まで減少している。 

「教育」の在留資格の外国人登録者数は、平成20(2008)年に１万人台に達した後、若干の変動

しながらも1万人台で推移している。 

人数が減少している在留資格が多い中で、「投資・経営」と「技能」の在留資格の外国人登録

者数は増加傾向で推移している。「投資・経営」は、平成14(2002)年には5956人であったが、平

成22(2010)年に１万人を超え、平成23(2011)年には１万1778人になった。「技能」の在留資格の

外国人登録者数は、平成14(2002)年に１万2522人であったが、一貫して増加傾向で推移し、平

成23(2011)年には３万1751人になった。 

第 1-2図は、専門的・技術的分野の在留資格別外国人登録者数の構成の変化を表している。平

成14(2002)年から平成23(2011)年の 10年間で、「興行」がおよそ30％ポイント減少し、「技術」

「人文知識・国際業務」「技能」が拡大している。 

 第 1-3図は、外国人登録者数総数の変化への専門的・技術的分野の在留資格別外国人登録者数

の寄与度である。わかりやすくするために、専門的・技術的分野の在留資格以外の在留資格は表

示を省略している。既述したように、「興行」の在留資格の者は、平成14/15年には増加寄与して

いたが、平成16/17年から大きく減少寄与している。また、「技術」、「企業内転勤」の在留資格の

者は、平成19/20年までは増加寄与していたが、それ以降は減少寄与に転じている。「人文知識・

国際業務」の在留資格の者は、平成20/21年までは増加寄与であったが、平成21/22年には減少

寄与に転じている。 

「技能」の在留資格の者は、この期間中、一貫して増加寄与している。また、数値は大きくない

ものの、「投資・経営」の在留資格の者が増加寄与している。 
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第1-2図 専門的・技術的分野の在留資格別外国人登録者数の構成（％） 

「興行」が大幅に減少し、「技術」「人文知識・国際業務」「技能」が拡大している。 

 

資料出所：法務省入国管理局『出入国管理』より作成。 

注：横軸の括弧内の数値は専門的・技術的分野の外国人登録者数。 

第1-3図 専門的・技術的分野の在留資格別外国人登録者数の寄与度（％） 

世界同時不況を境に「技術」「企業内転勤」などが減少寄与に転じ、「技能」は一貫して増加寄与している。 

 

資料出所：法務省入国管理局『出入国管理』より作成。 
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（３）在留資格「留学」から就職を目的として在留資格の変更許可を受けた件数の推移 

 専門的・技術的分野での就労へのフローとして、在留資格「留学」から就職を目的として在留

資格の変更許可を受けた件数の推移を見る。 

第 1-3表は、就職を目的として、在留資格「留学」の在留資格から変更の許可を受けた外国人

の件数の推移である。総数の数値を見ると、平成19(2007)年まで増加傾向で推移し、平成20(2008)

年には1万 1040件に達したが、その後、平成22(2010)年には 7831件まで減少した。これは、世

界同時不況の影響によるものと考えられる。しかし、平成23(2011)年には増加し、8586件（前年

比9.6%増）となっている。 

 第 1-4図は、在留資格変更許可件数の変化の在留資格別寄与度である。平成19/20年までは、

「人文知識・国際業務」と「技術」の在留資格変更許可件数による増加寄与が大きかったが、平

成20/21年、平成21/22年にはこれらの在留資格の件数が減少寄与となっている。しかし、平成

22/23年には「人文知識・国際業務」と「技術」の許可件数がともに増加寄与に転じている。 

 

第1-4図 在留資格変更許可件数の在留資格別寄与度（％） 

世界同時不況を境に、「人文知識・国際業務」「技術」の在留資格が増加寄与から減少寄与に転じている。 

 

資料出所：法務省入国管理局『出入国管理』より作成。 
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（４）専門的・技術的分野の在留資格別出国者数の推移 

 再びフローの指標である出国者数に注目する。第1-5図は、在留資格別出国者数の推移である。

専門的・技術的分野の在留資格の外国人の出国者数の推移である。平成14(2002)年には40万 7539

人、平成17(2005)年には47万 4471人、平成22(2010)年には43万 3543人、そして平成23(2011)

年には46万 6488人が出国した。このうち、再入国許可を受けた専門的・技術的分野の外国人は、

平成23年に42万 3604人で、出国者数の90.8％に当たる。専門的・技術的分野の在留資格の出

国者数のうち、再入国許可を受けた者の比率が高い在留資格は、「投資・経営」（98.9％）、「医療」

（98.9％)、「法律・会計業務」（98.4％)、「技能」（97.5％）、「人文知識・国際業務」（97.4％）、

「技術」（96.6％）などである。 

 

第1-5図 在留資格別出国者数の推移 

専門的・技術的分野の在留資格の外国人の出国者数は40万人台で推移しているが、約９割が再入国許可を受けている。 

 

資料出所：法務省入国管理局『出入国管理』より作成。 
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(５)ここまでのまとめ－専門的・技術的分野の外国人の労働市場のイメージ－ 

 以上、法務省入国管理局「出入国管理」に基づいて、我が国の専門的・技術的分野の外国人の

状況を観察してきた。これらの統計数値から、2011年の専門的・技術的分野の外国人の労働市場

のイメージを大まかに描けば、第1-6図のようになろう（数値は、専門的・技術的分野の在留資

格に係るものだけである）。フローについては、海外からの新規入国者が約５万2000人、「留学」

の在留資格変更の許可件数が約8600件、出国が約46万 6000人（このうち再入国許可が約42万

4000人）である。また、ストックの外国人登録者数は、約20万人となっている。 

 

第1-6図 専門的・技術的分野の在留資格の外国人の労働市場（2011年） 

専門的・技術的分野の外国人の労働市場は、約６万人の流入と約20万人のストックで構成されている。 

 

 

 

（６）厚生労働省「外国人雇用状況の届出」による専門的・技術的分野の外国人労働者数の推移 

次に、厚生労働省「外国人雇用状況の届出」によって、専門的・技術的分野の外国人労働者数

の推移を見ていく。第1-4表は、在留資格別の外国人労働者数の推移である。平成20年から24

年までの５年間に、外国人労働者総数は約20万人増加しているが、専門的・技術的分野の在留資

格の外国人労働者数は、平成20年の８万4878人から平成24年の12万 4259人へと、約４万人増

加している。また、外国人労働者数全体に占める専門的・技術的分野の在留資格の外国人労働者

数の比率は、平成20年には約17％であったが、平成24年には約18％へと、約１％ポイント上昇

している。 

第 1-7図は、外国人労働者数全体に占める専門的・技術的分野の在留資格の外国人労働者の比

率を統計地図で表したものである。日本における外国人労働者総数に占める専門的・技術的分野

の在留資格の外国人比率は、18.2％である。しかし、外国人の居住・就労地域の分布は一様では

なく、地域間で差がある。この図に示されるように、専門的・技術的分野の外国人労働者比率が

高い都道府県は、東京都(34.5％)、京都府（26.3％）、宮城県（25.3％）、大阪府（25.4％）、福岡

県（20.9％）などであり、各地域ブロックの拠点となるような大都市圏で、サービス業の事業所、

大学や研究機関が多いところである。 
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第1-7図 専門的・技術的分野の在留資格の外国人労働者比率(平成23(2011)年) 

東京都、京都府、宮城県、大阪府、福岡県などで専門的・技術的分野の外国人労働者の比率が高い。 

 

資料出所：厚生労働省「平成24年 外国人雇用状況の届出」より作成。 

 

３．先行調査研究の展望 

以上、高度外国人材の移動の統計的事実を確認した。次に、こうした事実について、調査研究

のレベルではどのような議論がなされてきたのかを展望していくことにする。すべての調査研究

を展望することはできないので、以下で取り上げる対象の選択は、過去数年間に公表された成果

を中心とし、それ以前の成果については、議論に関連する最低限のものにする2。 

 

（１）海外における先行研究の展望 

OECDでは、従来から国際的な移民の状況について報告書がとりまとめられており、折々の状況

を知ることができる。最近５年程度の報告書に限定してみていくと、OECD(2007)3において、移民

の一部として、留学生の問題が取り上げられている。それによると、OECD加盟国における留学生

数は2000年以降40％増加している。また、各国では経済における知的分野の拡大や製造業の海

                            
2 1990年代前半までの研究成果については、日本労働研究機構編(1997)『リーディングス日本の労働⑨労働の国際化』

日本労働研究機構、第１章を参照。 
3 OECD(2007),International Migration Outlook, OECD. PartⅠ、特に53ページ以降の記述を参照。 

(％)

30
25
20
15
10
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外進出により、教育レベルが高い人材の需要が増加することが指摘されている。OECD(2008)4では、

高学歴の移民の比率が国によって異なっていることが指摘されている。その要因としては、各国

の移民政策のあり方、すなわち、労働市場を含む統合との関係、受入国における受入れ基準との

関係、企業のニーズとの関係、歴史的要因などが指摘されている。また、OECD(2009)5では、留学

生の受入れが将来の高度人材の拡大につながる可能性が分析されている。そして、OECD(2012)6で

は、高度人材の送出国におけるアジア諸国の比重が増加していること、これと関連して、アジア

からの移民が保健関連、科学、技術、エンジニア、数学などの職業分野で重要な役割を果たして

おり、雇用率も他の移民に比べて高いといったことが指摘されている。 

高度人材の海外流出は、受入国にとって、経済成長やイノベーションにつながるし、高度人材

個人は高い所得を得ることができる。しかし、高度人材が流出することにより、送出国ではどの

ような影響が起こるのかにも目を向けなければならない。OECD・ブライアン・キーリー(2010)7は、

高技能労働者や専門的労働者の国外移住によって、①送出国においてイノベーターや新しいアイ

ディアを提出する人が失われること、②教育に投資した資金が無駄になること、③有資格者の不

足により適切な保健医療と教育を提供できなくなるといった影響があると指摘している。 

こうした、高度人材の国外流出による送出国の影響は、以前から指摘されてきたことである。

たとえば、1990年代、桑原(1991)8は、国際労働力移動の中で、熟練度が高い専門的職業、技術

者など知的水準が高いマンパワーの比重が次第に増加しているとし、先進諸国では高度な熟練を

持った労働力を受け入れることで自国の訓練コストを節減できる反面、送り出し国にとっては頭

脳流出や必要とするマンパワーの流出につながるといった問題が生じることを指摘している。 

労働大臣官房国際労働課編著(1992)『平成４年版海外労働白書』9では、第二次大戦後の国際的

労働力移動の動向の１つとして、「頭脳交流」「頭脳流出」の増大を指摘している。その背景には、

経済活動が国際的になるにつれて多国籍企業の内部労働市場で国境を越えた移動が発生すること、

それは途上国から先進国への一方的頭脳流出ではなく、途上国への人材流入と技術移転によって

経済発展を支えている側面があること、頭脳流出によって途上国による人材育成の成果を先進国

が享受しているとの批判があることが論じられている。 

 

（２）高度外国人材の受入れと日本経済10 

                            
4 OECD(2008), International Migration Outlook, OECD. PartⅠの８節（56ページ)以降。 
5 OECD(2009), International Migration Outlook, OECD. PartⅡの６章、特に170ページ以降の記述を参照。また、

留学生と高度人材の移民については、OECD(2010), International Migration Outlook, OECDの PartⅠの62ページ以

降、および、OECD(2011), International Migration Outlook, OECDの PartⅠの64ページ以降の記述も参照。 
6 OECD(2012), International Migration Outlook, OECD, PartⅢ. 
7 OECD編ブライアン・キーリー著(2010)『よくわかる国際移民』（濱田久美子訳）明石書房、特に６章。なお、同書で

は医師や看護師など、保健医療従事者の移動を例に議論しているため、③のような記述になっている。 
8 桑原靖夫(1991)『国境を越える労働者』岩波書店。第２章、第４章を参照。桑原の指摘は、近年のOECD・ブライアン・

キーリー前掲書でも指摘されている。 
9 労働大臣官房国際労働課編著(1992)『平成４年版海外労働白書』日本労働研究機構、特に第２部参照。 
10 外国人留学生の就職をめぐる統計の整理と先行調査研究の展望は、労働政策研究機構(2013)『留学生の就職活動-現

状と課題-』資料シリーズNo.113の第１章を参照。 
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以下では、高度人材受入れによる経済効果を中心に、最近の各種白書における議論を見ていく。

まず、内閣府(2008)『経済財政白書』11では、海外からの労働者の受入れが経済成長にどれだけ

寄与するかを検証している。それによると、英国では、外国人労働力の経済成長の寄与率は2006

年で約15～20％相当であるほか、アイルランドでは過去10年間の平均成長率5.9％のうち4.8％

ポイント、フランスでは同じく1.6％のうち1.3％ポイントまでが外国人労働力の寄与であるとし

ている12。ただし、同書では、外国人労働力の割合は歴史的経緯との関係が大きいこと、労働の

質（高度人材と単純労働）を区別していないことに留意を必要としている。 

高度人材導入の経済効果について、内閣府(2009)『経済財政白書』13では、成長力を高める方

法として、高度な技術や人材を投入し、経営資源を再配分する方法として、対内直接投資の重要

性が指摘されるとともに、研究開発、人材育成、生産要素の効率的配置が必要であるという。EU

のデータベースに基づいて、全要素生産性上昇率と産業に占める高スキル人材14のシェアの関係

を見ると、日本において高度人材のシェアが上昇している産業は、金融・保険業であるが、生産

性が低下していること、輸送用機械も生産性がマイナスであること、電気機械・光学装置は生産

性が上昇しているといったことが指摘されている。また、実質GDP成長率の変化を、IT資本、非

IT資本、労働投入、雇用構成、全要素生産性に寄与度分解し、金融危機前後について国際比較し

ている。その結果、アメリカ、英国、フィンランドではIT資本の寄与が金融危機後に高まってい

ること、日本は韓国とともに、IT資本の寄与がほとんど見られないこと、韓国と英国で金融危機

後の雇用構成の寄与が大きいこと、フィンランドで全要素生産性の寄与が拡大していることなど

が指摘されている。 

経済産業省(2003)『平成15年版通商白書』では、経済成長を続けていくためには、イノベー

ションの活性化を通じて経済発展を行い、国内外の経営・研究・技術分野の優秀な人材が我が国

で活躍することが重要であること、また、経済活動のグローバル化に伴い、海外取引の円滑化の

ために外国人労働者が我が国で活躍することが期待されるとしている。そして、我が国と諸外国

の外国人労働者をめぐる状況を検討している。その中で、諸外国における外国人労働者の受入れ

制度と受入れ実態を整理している。さらに、GTAPモデル15を用い、労働力流入が進んだときの日

本経済の経済厚生はプラスで、2020年まで実質GDPは最大2.8％のプラスになるという結果が示

されている。さらに、専門的・技術的労働者の受入れは、経済成長や産業の発展につながり、社

会的費用の発生も単純労働者に比べると少なく、受入国経済の活性化にもつながることなどが指

摘されている。こうした効果をもたらす高度な人材を獲得するための条件として、資格の相互認

証や社会保障協定の締結によって労働力移動の阻害要因を除去するとともに、国内の労働市場や

生活環境を整備することが重要であるとしている。 

                            
11 内閣府(2008)『平成20年版経済財政白書』社団法人時事画報社、179～181ページ。 
12 この記述の原典は労働政策研究・研修機構『最近の海外労働情報』、2006年 10月。 
13 内閣府(2009)『平成21年版経済財政白書』日経印刷株式会社、178～180ページ。 
14 ここでいう高スキル人材は、大学卒業程度の人材を指している。内閣府上掲書、178ページの脚注参照。 
15 GTAPモデルの概略は、白石浩介・東暁子(1999)「応用一般均衡分析による法人税引下げの評価」『三菱総合研究所所

報』No.34、第２節（63～68ページ）の記述がわかりやすい。 
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経済産業省(2005)『平成17年版通商白書』では、我が国の競争力を維持向上させていくため

にも望ましい外国人の受入政策を検討している。すなわち、「･･････高度人材は我が国の生産性向

上への貢献が期待され、積極的に受け入れることは急激な技術革新を遂げた分野における高度人

材の確保に加え、異なる文化的背景を持つ人々の交流による創造的な研究開発環境の活性化も期

待できる･･････」、高度人材を「東アジアで獲得し、環流させることは、我が国および東アジア各

国における持続的な国際競争力を高めるもので、あり、東アジアにおける経済統合を人材面でサ

ポートする効果もある」（256～257ページ）。その上で、高度な外国人材を獲得し、定着させてい

くためには、出入国管理制度の整備にとどまらず、就労環境、生活環境を含め、総合的な観点か

ら受入体制を整えていくことが重要である（266ページ）としている。 

経済産業省(2006)『平成18年版通商白書』では、持続する成長力を確保するため、国内人材

の育成、女性・高齢者の活用、高度な外国人材の活用について議論されている。その際、我が国

の高度外国人材の受入れの現状、米国・カナダ・英国の事例を踏まえて、受入制度、生活環境、

留学生の受入れ・活用の課題が取り上げられており、法制度面の対応だけではなく、受入れ企業

における高度人材の適切な評価、昇進に向けたキャリア・パスの提示など、処遇面での改善も重

要であるとしている。 

内閣府(2010)『経済財政白書』では、日本における投資指標16や専門技術・管理者が全就業者

に占める比率が低いといった状況が対内直接投資の少なさにつながっていると指摘している17。

また、日本における人材調達環境についても触れられており、企業アンケート結果に基づいて、

日本でビジネス展開する上で確保が難しい人材として、語学堪能者、技術職・エンジニア、管理

職が挙げられ、研究開発職、一般労働者という回答は少なかったこと、日本はアジア周辺国に比

べて人材調達コストが高いこと、語学スキルや大学教育、マネジメント教育の質に対する評価が

低いこと、中でも海外の高度な人材の獲得可能性は米英独仏中の各国より低く評価されていると

論じている18。 

さらに、内閣府(2011)『経済財政白書』では、起業家や専門性の高い高度人材などの人材の配

置や育成が取り上げられ、企業におけるグローバル化対応のための人材確保の方法のひとつとし

て、外国人の活用が検討されている。そこでは、グローバルに業務を展開する企業をはじめとし

て、外国人幹部のニーズは高いものの、実際の登用は追いついていないこと、その背景には、「日

本人社員の語学力不足」が最大の要因であること、海外進出企業、知識集約型企業では、そうで

ない企業と比較して、日本の大学院を修了した外国人の採用を増やす意向であることが指摘され

ている19。 

                            
16 「投資指標」とは、国内企業の経営権取得の制約性、外国人労働者の雇用制約性、ジョイントベンチャーの交渉制約

性などを標準化して分析している。なお、原典において、外国人労働者の雇用制約性は、母国と投資先国の専門技術・

管理者率の差を用いて分析している。詳しくは内閣府（2008）「対内・対外直接投資の要因分析－なぜ対日直接投資は

少ないのか－」『政策課題分析シリーズ１』を参照（http://www5.cao.go.jp/keizai3/2008/1014seisakukadai01-0.pdf）。 
17 内閣府(2010)『平成22年経済財政白書』日経印刷株式会社、392～394ページ。 
18 内閣府(2010)前掲書、399～400ページ。 
19 内閣府(2011)『平成23年版経済財政白書』佐伯印刷株式会社、第３章、特に249～252ページ。 
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一方、日本における今後の産業発展と雇用の関係や求められる人材像については、厚生労働省

(2010)『労働経済白書』が検討している。その中で、今後どのような仕事が増え、求められる人

材や能力がどのように変化するかを分析している20。すなわち、今後増加する仕事の種類として、

「専門的な知識に基づいて教育・指導・相談などを行う仕事」「専門的な知識に基づいて情報処理

を行う仕事」が挙げられており、また、製造業では、「技術・技能を活かして製品を製造する仕事」

を挙げる企業の比率が高い。さらに、人材の確保にあたり、「状況を的確に把握し、行動すること

のできる人材」「専門的な知識を有する人材」を重視する企業の割合は、従来も今後も高く、「自

社にない新しい発想を持った人材」「自社にない経験を有する人材」については、今後重視する企

業の割合が上昇している。その上で、同書は、企業は、専門的知識を持ちつつ、状況判断を的確

に行えて、新しい発想を生み出す、高度な能力を有する人材を求めていると論じている21。 

もし、高度外国人材をグローバル人材の一部として位置づけ、上で挙げたような能力を求める

ならば、彼らが持つ潜在力をいかし、能力を発揮できるような仕組み作りが今後の課題となろう22。 

 

（３）企業の雇用管理と外国人労働者 

高度外国人材の能力を発揮させるためには、企業の雇用管理のあり方が重要なポイントになる

と思われる。根本(1988)23や外資系企業研究会(1992)24では、在日外資系企業の雇用管理や労使関

係を検討している。その中で、海外の親会社から派遣される高度外国人材を取り上げ、短期的に

在日外資系企業の経営幹部として赴任する高度外国人材が抱える問題を検討している。日本労働

研究機構(1993)25では、外国人社員を雇用している企業の人事管理、外国人社員の意識を企業調

査と個人調査によって検討している。その結果、外国人社員の多くは「日本的経営」の存在を認

めており、認識度は高いが、一方で給与、人事評価、仕事の進め方といった日本企業の雇用管理

を中心に（外国人社員が感じる）課題があることを指摘している。また、外国人社員は、社内で

の孤立感、社会生活や異文化交流などに関する問題も検討されている。 

井口(2001)26は、日本において、外国人の専門的・技術的労働者の受入れが伸び悩んでいる要

因を検討している。それによれば、専門的・技術的労働者の受入数は、１つには企業内転勤が多

国籍企業の人事異動に左右されるので、直接投資の規模、多国籍企業の技術移転ニーズや国内に

                            
20 厚生労働省編(2010)『平成22年版労働経済白書』日経印刷株式会社、第２章、特に134～136ページおよび付2-(3)-4

表を参照。 
21 このほか、社会経済生産性本部（2001）『少子・高齢社会の海外人材リソース導入に関する調査研究報告書』社会経

済生産性本部では、今後必要な人材像を、業種別に調べ、外国人労働者と関連させて議論している。たとえば、介護分

野での人材不足と外国人へのニーズの関係のように、人口構造の変化を背景として、外国人に対して企業がどのような

ニーズを持っているのかを業種別のアンケートを通じて得た資料に基づいて議論している。ただし、分析に用いられた

アンケートの回収数が少ないため、一般化は難しいと思われる。 
22 雇用政策研究会(2012)『雇用政策研究会報告書』、第３章、特に33～36ページ参照。 
23 根本孝(1988）『外資系企業の人的資源管理』創成社。 
24 外資系企業研究会(1992）『外資系企業の人事管理』日本労働研究機構。また、日本労働研究機構(2001)『在日外資系

企業における外国人派遣勤務者の職業と生活に関する調査』日本労働研究機構も参照。 
25 日本労働研究機構(1993)『経済社会の国際化と労働問題に関する研究－実態分析編－』調査研究報告書No.48。また、

日本労働研究機構(1996)『アメリカにおける知識労働者国際移動に関する調査研究』資料シリーズNo.64も参照。 
26 井口泰(2001)『外国人労働者新時代』筑摩書房。特に第２章。また、第６章も参照。 
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おける経営現地化の要請の強さ、国外へ人材を移動させ就労させるのに必要な労務コストといっ

た要因が関連していること、（在留）資格の取得が日本での就労である場合、各国の資格の相互互

換性がないこともあって、高度な外国人の受入は容易でないと論じている。 

倉田(2003)27は、1980年代、1990年代、2000年代の我が国の専門的・技術的分野の外国人労働

者の受入れ政策を展望した上で、企業の関心も政策論議の対象も外国人労働者の受入れをめぐる

入り口の問題に終始しており、受入れ後の積極的な活用・定着を可能にしていく制度・施策の展

開は乏しかったと批判する。そうした中にあって、IT技術者導入に関わるe-Japan 基本計画につ

いて、具体的な職種に絞った政策的展開として、一定の評価をしている。その上で倉田は、合法

的に受け入れた外国人労働者に関して、労働市場における下層部分への固定化が起きていないか

労働条件の監視、職業教育やキャリア形成支援を通じた労働力の質的向上、社会保障に関して労

働者の権利を保障し、必要に応じて二国間の制度調整、日本での生活上の適応支援、就労が長期

化した外国人労働者に対する日本社会への定着をはかる措置などの課題があると指摘している。 

業種や仕事の分野を限定した研究としては、上林（2002）28が、2000年頃の日本における情報

産業における技術者の需給状況と外国人技術者の受入れの状況、米独英の外国人IT労働者の受入

れついて議論している。そして、人材不足へ対応するために、情報産業の企業では、外国人の中

途採用と自社での育成、派遣会社を活用するなどして対応しており、また、外国人IT労働者の企

業内の役割も雇用労働者から、海外現地法人との調整役まで役割が拡大していることが指摘され

ている。 

同様に、佐藤(2006)29は、既存の様々な資料や文献の二次分析から、ソフトウエア開発の外国

人技術者の受入れの実態を描き出そうとする。まず、ソフトウエア産業の労働市場の現状が整理

され、技術者が不足と単価の低下が同時に進行していることが確認される。その後、外国人技術

者の受入れに係る法制度、企業による外国人技術者の雇用動向が整理される。さらに、韓国人技

術者、インド人技術者、中国人技術者の受入れの実態が検討される。その結果、我が国の外国人

ソフトウエア技術者の受入れが資格の相互認証などを通じて学歴、実務経験に関する基準が緩和

されていること、外国人技術者の給与水準は決して低くはなく、日本語能力の要求水準を考えれ

ば入館統計の人数は期待された数値より少なくないこと、さらに、企業が外国人技術者を受け入

れるとき、国籍を特定して活用している状況が記述されている。 

 最近の研究では、松下(2011)30が、日本では高度な技術や知識、経験を有する外国人IT技術者

が来日することによって、世界的水準でのIT化を推し進める予定であったが、実際にはそうなら

なかった理由を検討している。それによれば、日本のIT産業の構造的問題、世界標準の技術を導

入してこなかったこと、さらに日本語の壁があったことが障害となっているという。より具体的

                            
27 倉田良樹(2003)「専門的・技術的労働者の受入れ」依光正哲編著『国際化する日本の労働市場』東洋経済新報社、第

５章（77～96ページ）。 
28 上林千恵子(2002)「外国人IT労働者の受け入れと情報産業」駒井洋編著『国際化のなかの移民政策の課題』明石書

店、第２章（51～90ページ）。 
29 佐藤忍(2006)『グローバル化で変わる国際労働市場』明石書房、第８章（225～260ページ）。 
30 松下奈美子(2011)「アジアから来日して働く外国人IT技術者」、安里和晃編著『労働鎖国ニッポンの崩壊』ダイヤモ

ンド社、第２章（132～148ページ）。 
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には、日本のIT産業の水準が海外に比べて低いこと、外国人が携わることができる業務に制限が

あること、スキルとは別の部分でグラス・シーリング、制度や慣習上の壁が存在すること、大手

IT企業（いわゆるビッグベンダー）の下に重層的な下請け構造が存在すること、日本企業の採用

システムが日本の教育機関以外の出身者に対して狭いといった状況が指摘されている。 

 塚﨑(2008)31の対象は、専門的、技術的分野で働く外国人である。そこでの基本的な問題関心

は、専門的、技術的分野で働く外国人 が日本で就労するうえでの障害である。独自のアンケート

やインタビューを通じて、専門的、技術的分野で働く外国人は、言語的障壁、文化の違い以外に

も、会社人間的生き方、非効率性、集団主義、年功・序列重視、排他性といった障害があると感

じており、それらが日本で働くことを魅力的でなくしていると指摘している。それに対して、職

業キャリアの展開の視点をも踏まえた取組みや環境整備が必要であるとしている。 

高度外国人材という視点を研究者に絞れば、Murakami(2009) など、村上による一連の研究が

ある32。それによれば、自然科学研究者(以下、科学者)の国際移動には、報酬のほかに個人的な

ネットワーク、所属する組織間のネットワーク、政府の政策も影響している。さらに、仕事をす

る環境も移動の誘因となっていることが明らかにされている。 

日本企業における雇用管理など、高度外国人材の受け入れ体制に焦点を当て、大量サンプルか

ら得た資料に基づく調査研究も増えている。たとえば、富士総合研究所(2002、2003)33、富士通

総研(2010、2011)34、みずほ情報総研（2012）35などが挙げられる。外国人の雇用管理の現状と課

題について、富士通総研(2010)のアンケート結果を見ると、高度外国人材を雇用している企業は

回答企業の３割であること、日本人と同じ程度に日本語をこなすことができることを求める企業

は全体の３分の２近くあること、高度外国人材の採用時における課題としては、「外国人材の能力

の判定が難しい」「日本語能力の基準を満たす外国人が少ない」「制度的な手続きに対応できてい

ない」「採用後の社内の受け入れ体制が整備されていない」などが挙げられている。また、企業が

高度外国人材の定着のために講じた施策のうち、定着に効果があった施策としては、「ワークライ

フバランス施策」、「高度外国人材や家族の日本での生活支援」、「業績に見合った報酬制度」、「個

人の希望にそった異動の促進」などが挙げられている。 

ところで、高度外国人材の受け入れに関する国の制度も変化している。すなわち、2009年に入

管法が改正され、在留管理制度が新しくなった。2012年には高度人材に対するポイント制による

優遇制度が導入されている。早川(2012)は、日本のポイント制の概要と諸外国で導入されたポイ

                            
31 塚﨑裕子(2008)『外国人専門職・技術職の雇用問題－職業キャリアの観点から』明石書店。ほかに、石原直子（2012）

「「人材のグローバル化」は進むのか－本社における高度外国人材活用の実態から－」、Works Review、 Vol.7、 8-21

ページ。 
32 Murakami, Yukiko(2009),”Incentives for International Migration of Scientists and Engineers to Japan,” 

International Migration Review, Vol.47(4), 67-91. また、村上由紀子(2010)『頭脳はどこへ向かうのか』日本経済

新聞出版社も参照。 
33 株式会社富士総合研究所(2002)『IT分野の外国人技術者の受入れに関する調査研究』、同(2003)『「専門的・技術的

分野で活躍する外国人就業実態調査」～人文知識・国際業務を中心に～報告書』。 
34 株式会社富士通総研(2010)『企業における高度外国人材活用促進報告書』、同(2011)『企業における高度外国人材活

用促進事業報告書』。 
35 みずほ情報総研株式会社(2012)『高度外国人材が求められる産業及び国内人材の育成に関する調査報告書』。 
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ント制入の特徴と課題を整理している。そして、日本のポイント制が対象とする範囲が広すぎる

こと、ポイント制の対象となる年収基準が低いこと、在留資格付与や永住資格付与との関連、帯

同を認められる家事使用人の法的保護など、種々の点で課題があるとしている。ポイント制の優

遇制度については、導入されて間もないこともあり、その効果はまだ明らかではなく、今後の調

査研究の蓄積を期待したい。 

 

４．小括 

以上、この章では、公表統計を観察した後で、既存の調査研究の成果を概観した。主な点は以

下のように整理できる。 

 

（１）高度人材の海外流出によって、受入国では、経済成長やイノベーションにつながるし、

高度人材個人は高い所得を得ることができる。しかし、高度人材が流出することによって、先進

諸国では高度な熟練を持った労働力を受け入れることで自国の訓練コストを節減できる反面、送

出国にとっては、頭脳流出や必要とするマンパワーの流出につながるといった問題が生じる。 

（２）日本の専門的・技術的分野の外国人労働者の数は、平成20年から24年までの５年間に、

８万4878人から12万 4259人へと、約４万人増加している。また、外国人労働者数全体に占める

専門的・技術的分野の在留資格の外国人労働者数の比率は、平成20年には約17％であったが、

平成24年には約18％へと、約１％ポイント上昇している。 

（３）過去の白書などでは、高度外国人材の受入れが、経済成長に寄与していることが実証的に

確認されている。しかし、日本でビジネス展開する上で確保が難しい人材として、語学堪能者、

技術職・エンジニア、管理職が挙げられており、日本はアジア周辺国に比べて人材調達コストが

高く、海外の高度な人材の獲得可能性は、米英独仏中の各国より低く評価されている。また、グ

ローバルに業務を展開する企業などでは、外国人幹部のニーズは高いが、実際の登用は追いつい

ていないなどが指摘されている。 

（４）高度外国人材に関する既存の調査研究を見ると、高度人材の定着や活躍のためには、企業

内の受入環境の整備が重要であることが指摘されている。  
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第２章 調査の概要 

 

１．調査を通じて確認したかったこと 

第１章では、公表統計の観察、国内外の先行研究での議論を概観してきた。本章では、独自ア

ンケートの概要について記述する。独自アンケートは、企業アンケートおよび個人アンケートの

２つで構成される。アンケートを通じて、高度外国人材の受入れの現状と課題について、企業と

高度外国人材本人の２つの視点から検討する。 

 

２．調査の方法 

（１）企業アンケート 

①調査名：「企業における高度外国人材の活用に関する調査」 

②調査対象：総務省「平成21年経済センサス」の産業構成、従業員規模の分布をもとに、民間の

企業データベースから抽出した１万915社。 

 

第2-1表 企業アンケート設問の概要 

設問内容 設問内容 

1. 雇用管理の方針 

2. 高度外国人材の採用方針 

3. 過去３年間の高度外国人材の採用実績 

4. 過去３年間の高度外国人材の採用人数 

5. 高度外国人材採用枠の有無 

6. 高度外国人材の採用理由 

7. 高度外国人材の募集方法 

8. 高度外国人材を採用、活用する上での在留資格制度の

制約 

9. 高度外国人材を採用しなかった理由 

10. 高度外国人材に期待する役割 

11. 高度外国人材の配属 

12. 高度外国人材に求める日本語能力 

13. 在籍している高度外国人材の出身国・地域 

14. 在籍している高度外国人材の最高位の職位 

15. 高度外国人材で採用後５年を超える人の割合 

16. 高度外国人材が定着、活躍するための施策 

17. ポイント制の導入 

18. ポイント制申請の実績 

19. ポイント制の優遇措置のうち、高度外国人材の定着・

活用に効果のあるもの 

20. 高度外国人材定着のための就労環境の整備とポイン

ト制の効果 

21. 今後の高度外国人材の採用方針 

22. 今後、高度外国人材に期待する役割 

23. 所在地 

24. 業種 

25. 株式公開の状況 

26. 年間売上高 

27. 海外展開の状況 

28. 海外売上高 

29. 外資比率 

30. 従業員構成 

 

③調査方法：質問紙を用いた通信調査。 

④調査項目：第2-1表の通り（調査項目の詳細は参考資料の質問紙を参照）。 
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⑤調査期間：2013年１月10日～2013年１月29日 

⑥発送数：10915通、回収数：1339通、回収率：12.3％。 

 

第2-2表 個人アンケート設問の概要 

設問内容 設問内容 

1. 年齢 

2. 性別 

3. 婚姻上の地位 

4. 出身国・地域 

5. 在留資格 

6. 住居の状況 

7. 最終学歴 

8. 日本滞在年数 

9. 日本での就労年数 

10. 就職活動での応募会社数 

11. 勤務先企業での勤続年数 

12. 勤務先企業の業種 

13. 勤務先企業の従業員規模 

14. 現在の勤務先企業が外資系かどうか 

15. 雇用契約の期間 

16. 現在の勤務先企業の就職経路 

17. 現在の勤務先企業に応募するときに重視したこ

と 

18. 就職後の相談相手 

19. 現在担当している仕事 

20. 現在の職位 

21. 現在の仕事で求められる日本語レベル 

22. 海外関連の業務を担当しているかどうか 

23. 現在の仕事の満足度 

24. 公的社会保険、労働保険への加入状況 

25. 転職経験 

26. 今後の日本での就労希望 

27. 現在の勤務先での昇進可能性 

28. 日本で働く上での在留資格制度に関する制約 

29. 日本企業に就職する際の障害 

30. 高度外国人材が定着・活躍するために必要なこ

と 

31. ポイント制導入を知っているか 

32. ポイント制の申請状況 

33. ポイント制の優遇措置の中で高度外国人材の定

着・活用に効果があるもの 

34. 就労環境の整備とポイント制の高度外国人材の

定着・活躍に対する効果 

 

（２）個人アンケート 

①調査名：「企業における高度外国人材の就労に関する調査」 

②調査対象：日本の企業（いわゆる在日外資系企業を含む）で働く高度外国人材。具体的には、

日本の国籍を有しない者（入管特例法における「特別永住者」を除く）で、日本国内および海外

の大学・大学院以上の最終学歴を有する者、またはそれに相当する実績をあげている外国人。在

留資格「研究（企業内の研究職）」「技術」「人文知識・国際業務」「投資・経営」「法律・会計業務」

「企業内転勤」の外国人。 

③調査方法：企業調査票に個人調査票３通を同封し、企業の総務・人事担当者を通じて、高度外

国人材に配布してもらった。調査票の回収は、回答者本人から直接郵送してもらった。なお、個

人調査票は漢字にふりがなをつけた日本語で表記したが、別に英語の調査票を用意し、企業から

の請求に対応した。 
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④調査項目：第2-2表の通り（調査項目の詳細は参考資料の質問紙を参照）。 

⑤調査期間：2013年１月10日～2013年１月29日 

⑥発送数：32745通（10915社×３通）、回収数：351通、発送数にもとづく回収率：1.1％。 
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